東日本大震災グループ補助金　交付申請書
添付書類一覧　（2026/8/7更新）

１　すべての申請者で共通する添付書類
	No.
	名称
	備考

	申請書様式

	
	1
	福島県中小企業等グループ施設等復旧整備補助金交付申請書（様式第１号）
	

	
	2
	補助事業計画書（様式第１号（別紙１））
	

	過去にグループ補助金等の交付実績がある場合

	
	3
	過去の東日本大震災グループ補助金及び中小企業等復旧復興支援事業（工場・店舗等再生支援事業）の申請内容と今回の申請施設・設備が重複していないことの説明書
	

	
	4
	グループ補助金複数回活用理由書
	

	
	5
	過去の交付決定時の実績報告書のコピー
	

	申請者が法人の場合

	
	6
	定款のコピー
	

	
	7
	登記事項証明書（法人）
	

	申請者が個人事業主の場合

	
	8
	開業届又は平成23年の税務申告書類（事業税に関するもの）のコピー
	

	
	9
	住民票の写し
	

	申請適格審査に要する書類

	
	10
	預金通帳のコピー（銀行名、支店名、名義人名、カナ表記、口座番号が記載されているページ）
	

	
	11
	暴力団排除に関する誓約書（別紙４）、役員一覧
	

	
	12
	納税証明書（法人県民税、法人事業税に未納が無いことを証明するもの）
	申請年度のもの。

	
	13
	罹災証明書のコピー
※未交付の場合は、東日本大震災の被災建物が罹災証明書未取得の理由及び被害状況の申立書、罹災証明書未取得建物に係る建物被災状況報告書に代える。
	

	
	14
	営業許可情報を示す書面のコピー（例：飲食業営業許可証、風俗営業許可証）
	飲食業、風俗業等営業許可が必要な業種に限る。

	被災施設に関する書類

	
	15
	登記事項証明書（建物）
※未登記の場合は、固定資産課税台帳及び未登記に至った顛末書に代える。
	

	
	16
	位置図、敷地内配置図、建物平面図
	

	
	17
	被災時の被害箇所を示す写真
	

	被災設備に関する書類

	
	18
	平成23年の償却資産課税台帳
	

	
	19
	設備の設置場所を示す書類（例：敷地内配置図、工場レイアウト図）
	

	
	20
	車検証（廃車証明書）のコピー
	車両の場合に限る。
被災後に車検を通した車両は対象外。

	
	21
	被災時の被害箇所を示す写真
	



２　補助対象経費の算定に要する書類
	No.
	名称
	備考

	従前の施設・設備へ復旧する場合

	
	1
	復旧する施設・設備の金額の積算根拠となる見積書（２者以上）
	

	新分野事業の場合

	
	2
	新分野事業に必要な施設・設備等に係る見積書（２者以上）
	

	
	3
	従前の施設・設備を現状復旧するのに必要な経費にかかる見積書（２者以上）
	

	
	4
	認定経営革新等支援機関による確認書
	

	
	5
	認定支援機関が新分野の事業計画を確認するのに使用した資料
	

	店舗兼住宅など事業用途のみに区分できない場合

	
	6
	事業用途、共用、非事業用途の区分を示す書類
（例：施設内の用途、被害箇所を示す図面）
	

	
	7
	事業用途割合に基づいた補助対象経費算定表
	補助対象経費は事業用途に限る。

	被災した施設（設備）をまとめて一つの施設（設備）として建替（入替）する場合

	
	8
	被災施設（設備）の個々の修繕見積書
	

	
	9
	整備する施設（設備）の建替（入替）見積書
	

	
	10
	延べ床面積、用途（機能）等が従前と同種同等以下であることを示す書類
	機能向上と判断されるものは一切不可。

	警戒区域等見直し地域で被災した場合

	
	11
	原子力財物賠償に関する書類のコピー
※賠償金額が未確定の場合は、確定後に補助金額を精算することを誓約する書類に代える。
	

	地震保険金等を受領している場合

	
	12
	東日本大震災での被災に関する地震保険金等の受領通知等のコピー
	保険金未受領の場合は不要。

	復旧する施設に関する書類

	
	13
	移転先の位置図、敷地内配置図
移転先建物の平面図、立面図、屋根伏図、電気・ガス・給排水・空調・建具等の設備図
	移転の場合に限る。

	
	14
	建替えする建物の平面図、立面図、屋根伏図、電気・ガス・給排水・空調・建具等の設備図
	建替えの場合に限る。

	復旧する設備に関する書類

	
	15
	設備比較証明書、修理不能証明書、被災設備及び入替設備のカタログ
	入替の場合に限る。



３　申請にあたって必要な確認書・誓約書
	No.
	名称
	備考

	全ての申請者が必要

	
	1
	補助事業の適正な執行についての確認書【補助金申請者用】
	

	
	2
	補助事業の適正な執行についての確認書【施工・納品及び各種証明書提出業者用】
	

	未解体の被災建物を建替えする場合

	
	3
	被災建物を遅滞なく解体することを誓約する書類
	

	設備入替の場合

	
	4
	補助事業により整備する設備の資産計上に係る誓約書
	



４　追加提出がある書類
	No.
	名称
	備考

	警戒区域等見直し地域内で被災し、当該地域内で移転して事業を実施する場合（帰還再開）

	
	1
	所在市町村長及び移転先市町村長の了解を得たことを示す書類
	

	帰還再開にあたり業種転換する場合

	
	2
	地域の復興に不可欠であると市町村長が認めたことを示す書類
	

	被災時の施設（設備）所有者が死亡、事業譲渡等により被災時と異なる所有者が申請する場合

	
	3
	外形的に相続、事業承継等が行われたことを示す書類のコピー（例：遺産分割協議書、事業譲渡契約書）
	

	法人が使用している施設等を法人代表者が個人で所有している場合（申請は個人名義とする。）

	
	4
	個人名義の施設等を法人に貸していたことを示す書類のコピー（例：使用貸借契約書）
	

	
	5
	使用貸借契約を解除した際に遅滞なく財産処分承認申請をすることを誓約する書類
	



○注意事項
・上記書類の他、審査に際して追加書類を別途指示することがある。
・提出する書類の控えは必ず保管しておくこと。
・復興事業計画認定申請時から変更ない書類は、提出を省略することができる。
・電子データで提出する場合は、ファイル名を次のとおりとすること。
　【aaa】bb-cc_ddddd_eeeeeeee
　　※　aaa:グループ名、bb:書類No.、ee:書類枝番No.、ddddd:資料名称、eeeeeeee:提出年月日
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